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センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）構想
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日本再生を牽引するセンター・オブ・イノベーション
（Ｃenter of Innovation （COI） ）の構築

平成２５年度概算要求額 ：11,000百万円（新規）
うち重点要求額 ：10,465百万円

○真に革新的なイノベーションを妨げる既存の分野・組織の壁
○研究開発の「死の谷」の存在
・政府予算の減少、事業化に関する民間のリスク回避の顕著化
→ 研究開発の成果を事業化に生かせない。

世界と戦える大規模産学連携研究開発拠点
（ＣＯＩ）に対して、研究開発、施設設備、
人材、を集中投資。

～既存分野・組織の壁を取り払い、研究開発の「死の谷」を克服する、世界と戦える大規模産学連携研究開発拠点を構築・運営～

課 題 日本再生を牽引する異分野融合型ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点の構築・運営

異分野統合型
テーマによる
研究開発

基盤
(研究機器)

システム
(体制の整備)人材

【実用化に向けた産学共同開発】
ｾﾝﾀｰ・ｵﾌﾞ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ＣＯＩ）ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 5,200百万円
・複数の産学の研究グループの参画による異分野統
合型テーマと出口に向けた目標設定

・産学ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞにより、テーマに最適な資金拠出
形態の研究開発を推進

【新たな体制の整備】
大学等ｼｰｽﾞ･ﾆｰｽﾞ創出強化支援事業 1,935百万円
・新たな分野融合を生み出す拠点を構築
・多様なｼｰｽﾞ･ﾆｰｽﾞの探索・調査等のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・研究をｻﾎﾟｰﾄする人材を拠点に結集

【イノベーション人材の養成】
イノベーション人材養成プロジェクト 700百万円
・ﾎﾟｽﾄﾞｸ等の研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参画支援
【国際人材の育成】

頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外交流推進
事業 700百万円
・海外の優秀な人材の招へい・派遣

大規模かつ国際的な
異分野融合型ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点の構築･運営

・融合領域
文科省・JSTの集中的支援による国際
的イノベーション拠点の構築・運営

【対象】世界と戦える大規模産学連携研究開発拠点

○革新的な課題設定の下で異分野を統合する拠点

○先端大型研究基盤の下で異分野を統合する拠点

【ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築】
先端研究基盤共用・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ形成事業 350百万円
・最先端研究設備の産学共同チームによる活用
・テーマに最適な研究ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

２．最適な支援の組み合わせによる拠点形成１．世界と戦う異分野統合型イノベーション拠点の支援

一体的支援

【個別成果の展開】
戦略的創造研究推進事業（イノベーション研究） 等

◆革新的なイノベーションの創造
・異分野融合・新領域創出を推進する仕
組み
知識生産の動向を俯瞰し、取り組むべき課

題を明確に提示

・産業界（技術課題）と研究者（科学）
の間の「すりあわせ」を行うコーディ
ネート機能

・若手人材・グローバル人材の活用

◆「死の谷」の克服
・トップサイエンスの成果を切れ目無く
実用化まで一気通貫で実現する仕組み

革新的な課題設定、出口目標の明確化。産
学共同で優秀な若手人材が活躍・成長できる
魅力的な拠点の形成

・民間資金の呼び込み
産学共同研究を大規模化・集中投資（政府

による支援施策の戦略性強化）
→企業もリスクをとって投資しやすくする

◆革新的なイノベーションの創造
◆「死の谷」の克服

概 要

※

※

※

※事業全体のうちＣＯＩ対応分（概算要求額全体の一部）

研究成果最適展開支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(A-STEP)2,115百万円

拠点（大規模型）：4拠点
拠点（ﾌｫｰｶｽ型） ：８拠点

日本再生戦略（平成24年7月31日閣議決定）の重点施策：
基礎研究から実用化までのイノベーションの強化
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大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業

新産業創出

新市場開拓

新ビジネス・
モデル創出

社会実装
に向けた出口の明確化

国際標準

社会的な課題解決
ＪＳＴ・NEDO等
（研究資金等）

その他
競争的資金等

企業・金融
（民間資本・資金）

研究開発フェーズにおける民間資金・
政府大型研究資金等との連携（投資の集中）

◎新価値・市場創造
◎事業化を見据えた非顕在化シーズ・

ニーズの発掘
◎社会的課題への対応

これまでの自然科学系研究
者と企業を中心とした産学
官連携から、研究開発独法、
金融機関・商社や人社系研
究者、地方自治体、NPO
など連携範囲を広げること
により、シーズ・ニーズの
密度・圧力を高め、マッチ
ングの確率を上げる。

地方
自治体

独法

ベン
チャー

企業
NPO

人社系
研究者 金融

１２拠点（センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）構想との連携）

◇産学官連携本部等既存組織に蓄積された高度専門ノウハウの活用
・運営枠組・ルール等構築、プロジェクト形成等の支援
・研究者集積・産学官連携活動参加のためのインセンティブ導入
・知財戦略、国際連携等の専門人材の共有・活用
・人材育成・移転機能等の新たな産学官連携手法の構築 等

シーズ・ニーズの密度・圧力を高める

拠
点
大
学
等

高度ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾄ活動

ﾁｰﾑ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰによる運営統括･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

協力

若手・女性
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

★ＣＯI拠点における戦略的研究開発を非顕在化シーズ・ニーズのマッチングにより実現
★学内資源を総動員（大学執行部・人社系研究者等の参画、施設・先端設備等を提供）
★調査研究（市場調査等）・コンセプトの実証研究等の実施による実行計画の策定
★若手・女性等、多様なコーディネーターをチームとして活用し異分野融合へ誘導
★イノベーション・プロデューサー（科学技術、社会的課題、経済等に知見を有し、
潜在ニーズ・課題の洗い出し等を主導）による事業全体の運営統括・マネジメント

ポ
イ
ン
ト

学

産

官等

その他

調査研究等

各種研究開発ミッションに展開研究開発フェーズにつなぐ実行計画の策定

「新価値・市場創造シーズ・ニーズ」、 「事業化を見込めるシーズ・ニーズ」、 「社会的な課題解決のためのシーズ・ニーズ」

学

産

官等

その他

学

産

官等

その他

拠点に設定さ
れた分野等に
応じて複数

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを運営中核企業産

経営部門

研究部門

事業化・マーケ
ティング部門

官等

研究開発独法

第三セクター

地方公共団体

NPO

商社等

ｼﾝｸﾀﾝｸ等

金融

その他大学等学

大学執行部

産学連携本部長

理工系、医薬系
研究者

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等

人社系(経、商、
法、文等)研究者

・ＣＯＩ拠点の運営支援等の本部機能

・研究戦略・企画のグランドデザイン策定

・シーズ・ニーズ探索範囲の拡大

● 拠点大学等に多様な関係者による「ＣＯＩインテリジェンス協議会（仮称）」を設置し、ＣＯＩを構成する研究プロジェクトの戦略等を策定・運営。
● ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰのもと、ｼｰｽﾞ･ﾆｰｽﾞ探索等各ﾌｪｰｽﾞにおいて活躍する若手・女性ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等による高度ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ活動ﾁｰﾑを形成。
● 多様な関係者の知見を導入することにより、ＣＯＩにおける研究テーマの探索及び調査研究等の実施により、研究開発ﾌｪｰｽﾞにつなぐ実行計画を策定。
● ビジネスにつながる新価値・市場創造を継続的に生み出すシステムを構築する。

目指す方向性：シーズ・ニーズのマッチングの場イメージ図

日本再生戦略（平成24年7月31日閣議決定）の重点施策：基礎研究から実用化までのイノベーションの強化

平成２５年度概算要求額：1,935百万円（新規）
うち重点要求額 ：1,400百万円

ＣＯＩインテリジェンス協議会（仮称）
COI拠点の運営協議会、多様な知見等を結集し企画の立案・統括

・拠点運営費（人件費等）
・調査研究費 等
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受入件数 受入額 １件あたりの受入額

（平成１５年度を１００％とした伸び率）

事業のポイント

研究成果展開事業 戦略的イノベーション創出推進プログラム

センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム（仮称）

現状と課題

○我が国の産学共同研究は規模が小さく、社会的インパクトの大きな成果が生まれにくい。

○これまで、アカデミア主導の研究拠点が形成されてきたが、海外と比べ産業界や社会のニーズ・ビジョンに
基づく産学連携拠点が、我が国にはない。

概 要

大学等が総力を結集し、企業が事業化をリードする、世界と戦える
大規模産学連携研究拠点を形成することにより、世界市場にインパ
クトを与える成果を持続的に創出する。

推進体制のイメージ

研究開発拠点

規模が小さく、資金の切れ目が連携の切れ目

→ 事業終了後、産は産に、学は学に戻ってしまっていた

事業終了後も拠点として自立
持続的にイノベーションを創出

大学

企業
事業化をリード

研究者 研究者研究部門 事業部門

連携・融合
大学

大学発のラディカルなイノベーションの実現のため、

○世界に誇る日本の中核研究者の集積によるトップ
サイエンスからの事業化の実現

○研究段階に応じて企業からのリソースの提供を義
務化（例：マッチングファンド等を活用）

○産学による事業化チーム結成のため企業の戦略
拠点を大学に設置

○オープンイノベーションの拠点における知財の
クローズ戦略重視

バーチャル拠点（原則３～６年）

３～７億円規模 （マッチングファンド）

選択と集中
世界と戦うセンター・オブ・イノベーションの構築

社会的影響の大きい
成果を次々に創出

○社会・産業界のビジョンを踏まえ、ハイリスクではあるが実用化の期待が大きい分野融合・連携型
の基盤的テーマに対し、集中的な支援を行い、産学が連携する研究開発拠点を形成。

○テーマに最適な資金拠出形態の研究開発を推進。
・支援規模（金額、年数）は、テーマ、ステージ進捗及び企業の貢献度等に応じて

柔軟に設定。マッチングファンド等を活用し、ステージに応じた企業負担を求める。

○最先端技術の事業化のための共同研究を通じたポスドク等の活躍の場としても機能。

文部科学省

・各拠点毎に企業の積極的なリソース拠出を奨励し、研究フェーズに応じた企業の関与・貢献を求める

平成２５年度概算要求額：5,200百万円（新規）
うち重点要求額：5,200百万円

我が国の産学連携研究の規模

1件あたりの額はH15年以来横ばい

３年ごとの中間評価の実施による選択と集中。中長期的視点に立った大規模／バーチャル拠点の構築

３.５億円規模 （戦略的イノベーション創出推進プログラム（Ｓｰイノベ））

※戦略的イノベーション創出推進プログラム
（平成25年度概算要求額7,249百万円）の内数

拠点推進委員会（仮）JST

日本再生戦略（平成24年7月31日閣議決定）
産学官が一体となって基礎研究から実用化まで一
気通貫でイノベーションを創出する体制による取組
を重点的に進める

※運営費交付金中の推計額含む

大規模産学連携拠点（COI) （原則３～９年）

【支援規模】

・大規模型
7億円×4拠点程度

・フォーカス型
3億円×8拠点程度

【支援内容】
・研究開発費（設備備品
費、研究者招へいにか
かる費用等を含む） 等

（ﾃｰﾏ等に応じ柔軟に設定）
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産学連携・地域支援事業
（文科省事業）
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③大学発新産業創出拠点プロジェクト（ＳＴＡＲＴ）

発明段階から大学等に事業化専門チームを結成し、研究開発・事業育成を一
体的に推進するなど、イノベーション創出のための拠点環境の整備を行う。

【事業化支援の強化に向けた環境整備】

産業連携・地域科学技術関係施策全体像

⑥知財活用支援事業

外国特許取得支援・マッチング活動支援

【地域イノベーションシステムの整備】

科
学
研
究
費
補
助
金
等

戦
略
的
創
造

研
究
推
進
事
業

文部科学省施策 ＪＳＴ施策

【競争的研究資金制度】 大学等の研究成果の実用化促進

⑤研究成果展開事業 大学等の研究成果の実用化を促進し、イノベーションの創出を目指すため、特定
企業と特定大学（研究者）による知的財産を活用した研究開発、複数の大学等研
究者と産業界によるプラットフォームを活用した研究開発を支援

①科学技術イノベーションによる地域活性化と国際競争力の強化
※旧事業による支援地域はＨ２５で終了
大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（新規） ※ＣＯＩ構想関連

②先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム（Ｈ２９で終了）
※大学等産学官連携自立化促進プログラム（Ｈ２４で終了）

イノベーションシステム整備事業

産学官連携のための大学等の機能強化、地域にお
ける産学官共同研究や大学間のネットワークの形成、
先端的な融合領域における研究開発拠点形成等を通
じて、イノベーション創出のためのシステム整備を図る

• 産業連携・地域科学技術関係施策については、平成２１年度より順次再編統合を実施。

• イノベーションシステムの構築関係事業については、事業仕分け等の結果を踏まえ、イノベーションシステム整備事業に一本化。
（なお、事業仕分けの結果を踏まえ、既存課題（地域、自立化）については、平成２５年度までに順次廃止。）

• 競争的研究資金制度については、文科省の制度全体の事業仕分け等の結果を踏まえ、研究成果展開事業に一本化

【知的財産支援制度】
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④リサーチ・アドミニストレーター

を育成・確保するシステムの整備

【科学技術を担う人材の育成】

大学等

地方自治体企業

※一部ＣＯＩ構想関連



Ａ
地
域

Ｂ
地
域

Ｃ
地
域

Ｄ
地
域

Ｅ
地
域

Ｆ
地
域

Ｇ
地
域

Ｈ
地
域

技術で勝って市場でも勝つ日本
新市場創出/グローバル市場獲得

社会的課題の解決
地域活性化

各地域の戦略による
科学技術の多様性の確保

国の戦略による
選択と集中

産学官金それぞれのポテンシャルを結集し、地域の強みや特性を生かした地域主導の科学技術イノベーション創出による
我が国の科学技術の高度化・多様化を実現する。また、それらの中から生み出される成果のうち優れたものを選択と集中
のもと市場創出まで戦略的にマネジメントすることにより、我が国の国際競争力を強化し、「技術で勝って市場でも勝つ
日本」を実現する。

要素技術
の提供

成果の還元

Ａ地域

Ｂ地域

Ｃ地域Ｄ地域

Ｆ地域
(ｸﾗｽﾀｰｺｱ)

Ｅ地域

提案選定・支援

文部科学省・経済産業省・農林水産省

イノベーション推進協議会

自治体

企業群

金融機関

大学等研究機関

知のネットワーク

１．地域主導の取組
２．関係府省共同で地域構想

を選定
３．選定された地域構想に基づ

き、各省の施策により支援

１．社会ニーズ/マーケットニーズに基づく
戦略を国が策定

２．戦略テーマごとにＳＤを選定し、市場
獲得戦略を構想

３．戦略テーマを基に地域の成果等を
選択/集中/組合せ

４．社会実装まで一気通貫で構想を実行

地域イノベーション戦略支援プログラム 平成２５年度概算要求額：8,076百万円

課題解決型社会実装プログラム 平成２５年度概算要求額：2,272百万円

○特許出願件数：国内 4,189件
海外 772件

○論 文 数：国内 4,926件
海外 10,748件

○事業化等件数：3,927件
○参加機関数・人数（H23）：

1,708機関、5,113人
○成果が他事業に採択：895件
○本事業の成果による関連収入：

約938億円

＜これまでの成果＞

スーパークラスター

＜主な支援内容＞
研究者の招へい、コーディ
ネータの配置等の人件費等

＜主な支援内容＞
事業化のための研究開発や人材育成に
関する経費等

＜事業イメージ＞

【テーマ例】
少子高齢化・人口減少社会にお
けるユビキタス医療

・Ａ地域（ものづくり）
・Ｂ地域（ＩＴ・システム）
・Ｃ地域（医療機器）
・Ｄ地域（光イメージング）

・・・・

①科学技術イノベーションによる
地域活性化と国際競争力の強化（仮称）

平成２５年度概算要求額 ：10,348百万円
うち重点要求額 ： 2,895百万円

東日本大震災復興特別会計 ： 2,506百万円
(平成２４年度予算額 ： 9,346百万円)
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